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利潤参加と財産分配政策発
原 久 治
はじめに
小論は，財産分配政策の 1つの手段である労働者の利潤参加が労働者の財産
分配にどのような影響を与えるかを巨視的財産分配モデ、ルを構成して財産分配
政策的観点から考察することを目的としている。
「利潤参加Jは， ドイツ語文献では Gewinnbeteiligungで示され，英語文献
では Profitsharingあるいは Worker’sprofit participationで示される。この
概念は，西ドイツの社会的市場経済体制の下で資本家（企業者〉の潜在的利潤
あるいは超過利潤を迂回させながら，財産構造を労働者に有利なように変えさ
せる財産政策手段で、あることをあらわし主として労働者の立場から名づけら
れた概念で、ある。この意味において利潤参加は所得や財産の分配と再分配，財
産形成に係わる重要な財産政策手段（VermるgenspolitischesInstrument）の 1
つである。
小論は，労働者の利潤参加が労働者や資本家の貯蓄行動と投資行動， 「中央
基金」（”Zentraler Fonds“〉の行動とならんで財産分配メカニズムの構成にど
のような影響を与え，また，どのような理論的基礎を提供するかについて明ら
＊ この小論は昭和56年4月18日富山大学経済学部の第5凹「経済学ワークショップj
（研究会名〉で報告した主旨にもとづいて作成したものである。御出席の先生方から
貴重なコメントを頂戴しましたことを感謝します。ありえる誤りは小生の責任です。
(1) Cox, H., ,,Moglichkeiten und Grenzen der Politik der Vermるgensverteilung一一一
Eine theoretische Analyse der Zusammenhange von Einkommenspolitik und Ver-
mるgensbildungin ArbeitnehmerhandヘSchmollerす Jahrbuchfiir Gesetzgebung, 
Verwaltung und Volkswirtschaβ，Bd. 28 I, 1968, SS. 171-190. 
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かにすることを主眼としている。
小論の構成は次の通りである。第E節では，財産分配政策手段としての労働
者の利潤参加の性格，構想とその問題点および巨視的財産分配モデルの接近方
法を吟味・検討する。第E節では，労働者の利潤参加を考慮した巨視的財産分
配モデルを構成して，その財産分配理論的合意、と財産分配政策的合意、を考察す
る。第百節では，労働者の利潤参加を考慮した巨視的財産分配モデ、ルを動学化
して，その含意を考察するO 第V節では，小論の結論的要約を示すとともに，
残された問題点を指摘する。
Il 労働者の利潤参加の性格，構想とその問題点および
巨視的財産分配モデルの接近方法
1. 労働者の利潤参加の性格
まず最初に，労働者の利潤参加の財産政策（Vermるgenspolitik）における性
格とその位置づけを極めて簡略に説明する必要がある。
「財産分配 CVermogensverteilung）とその量的手段の普及に関するクレレ，
シュンク，ジープケの研究以来，西ドイツの分配政策論議においては財産分配
の問題は所得分配の問題領域とならんで同等の地位を占めている。」 西ドイツ
の財産分配論議は1950年代の初めに点火したが， 1960年代の議論は分配構造だ
(2) Vomfelde, W.…Langfristige Tendenzen der Vermるgensverteilungin der Bund-
esrepublik", Jahrbuch jヲヶ NationalOkonomie und Statistik, Bd. 190, 1976, SS. 235 
-252, insbesondere S. 235. 
(3) Ehrenberg, H., Vermogenspolitik fur die siebziger Jahre, 1971, S. 2; ドイツ労
働政策研究会訳，『70年代の財産政策』，昭和52年， 12-13頁。 1950年代の初めに，財
産分配の不平等問題とこのことが社会福祉国家の建設に対して重要な意味をもつこと
が認識されていた。 1950年には，連邦経済省の経済顧問団が財産分配の不平等問題
を詳細にして抜本的に検討して，その意、見書『所得分配に関する構造政策および景気
政策上の諸問題』 (,,Struktur und konjunktuゆolitischeFragen der Einkommensver-
teilungつを1953年になってはじめて公表した。この意見書の狙いは賃金所得からの
貯蓄を通じて個人の財産を形成すること，しかも・…・・生産手段の形態の財産を形成す
ることにあった。
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けに関するものであり，その興味はもっぱら財産分配の構造が長期的にどのよ
うに変化し，と、の方向へ発展していくかとしづ問題に向けられた。しかも，多く
の議論は財産分配が平等で、あるか，不平等であるかとしづ財産集中問題（Pro-
blem der Vermogenskonzentration）に限定されていた。その後財産分配論議
は， w.フォムフェルデ（Vomfelde）の実証的研究によれば，①財産構造の
議論を初めとし（DieVermogensstruktur im Ausgangszeitpunkt），次いで，②
所得分配（DieEinkommensverteilung），① 所得階層別貯蓄行動（DasSpar-
verhalten der einzelnen Einkommensschichten），④ 個々の財産様式の不時
の価値変化（EtwaigeWert託nderungeneinzelner Vermogensarten），の 4つの
領域にわたって発展している。この発展につれて， 「社会状態（経済的勢力関
係など〉を与件とみなせば，」「財－産分配が人的な所得分配に影響を与える限り，
……財産形成の見解を把握し，財産形成の意思決定を考慮する必要がある。」
この場合の労働者の財産形成はまずある特定の財産政策の下でなされる。こ
の「財産政策の基本的可能性は，企業者の潜在的利潤あるいは企業活動で追求
する超過利潤を迂回させながら，財産構造を労働者に有利なように変えさせる
ことから生じる。」この財産構造変更の作用効果は，賃金所得と利潤所得など
の増加にもとづく貯蓄，投資賃金（これは労働生産性を上回る賃金増加からな
される貯蓄方法のことである。 Investivlohn），利潤参加による財産形成に正の
効果を与えるはずである。
(4) Molitor, B., Vermogensverteilung als wirtschaftsρolitisches Problem, 1965, SS. 26 
-72. Andersen, U., Einfuhrung in die Vermogensρolitik, 1976, SS. 70-77. 
(5) Vomfelde，羽T.,a. a. 0., S. 238. 
(6) Metze, I., Soziale Sicherung und Einkommensverteilung, 1974, S. 11. 
(7) Fるhl,C. und Hennies, M., Vermogensbildung in Arbeitnehmerhand, 1966, S. 10. 
(8) Cox, H., a. a. 0., S. 172. 
(9) 例えば，次の文献で説明されている。 Winterstein, H., Der Investivlohn in der 
Bundesrepublik, 1961, SS. 40-116. Preiser, E., Theoretische Grundlagen der 
Vermogensρolitik, 1964, SS. 41-43. Fるhl,C., Kreislaufanalytische Untersuchung 
der Vermogensbildung in der Bundesrepublik und der Beeinflu(3barkeit ihrer 
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労働者の利潤参加は西ドイツの社会的市場経済体制の下で本源的な分配をで
きる限り変更させることを意味する。ここでは循環理論的相互関係にのみ限定
して，労働者の利潤参加の財産政策における性格とその位置づけを H.コック
ス（Cox）の見解に依拠して考える。
第1に，利潤参加が合目的的な財産分配政策手段の 1つであることは明らか
である。利潤参加は一般に超過利潤が存在しない限界企業ではなくてそれが存
在する企業で問題になるからである。
第2に，利潤参加が，例えば，労働生産性を上回った賃金所得からなされる
場合には，その賃金所得は貯蓄されるしまた，物価が上昇しないとしづ条件
があれば，実質所得を増加させることができる。従って，利潤参加から貯蓄が
なされることになる。利潤参加には投資賃金などの他の本源的な分配の可能性
に比べて費用や収入や物価に左右されないという本質的な利点がある。
第3に，利潤参加は特定の状況では協約賃金政策（Lohntarifpolitik）に代わ
る合目的的な財産政策の 1つである。
第4に， 「投資を決定する利潤参加は物価に転嫁されず，従って，実際には
利潤から調達されるという多かれ少なかれ現実にあらわれる仮説から議論をは
じめれば，利潤参加の非常に慎重な処置の場合にも生産的な収益財産に占める
労働者の相対的な分け前は増加する。」
利潤参加はこのような少なくとも 4つの性格をもち，財産政策において特定
の位置づけをもっていると考えられる。
Verteilung, 1964, SS. 43-45, S. 124, SS. 130-132, SS. 142-143. Kung, Eリ
Eigentum-und Eigentumspolitik, 1964, SS. 5-7. Molitor, B., a. a. 0., SS. 88-
152. Bosch, W., Vermogensstreuung, 1965, SS. 37-80. Andersen, U., a. a. 0., SS. 
117-165. Willgerodt, H., Bartel, K., Schillert, U., Vermogen fur Alle, 1971, SS. 
249-411. Engels, W., Sablotny, H., Zickler, D., Das Volksvermogen, 1974, SS. 50 
-63, SS. 148-168. 
(10) Cox, H., a. a. 0., SS. 187-189. 
(1) Cox, H., a. a. 0., S. 189. 
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2. 労働者の利潤参加構想とその問題点
労働者の利潤参加構想が西ドイツにおいて「財産分配政策」の 1つの手段と
して提案されたのは1957年のことであると思われる。この提案は B.グライツ
エ（Gleitze）が1957年に提示したグライツエ構想、（DerGleitze島‘－
この構想は労（動者の利潤参加論議の出発点となつた重要な構想で、ある O その 3
年後の1960年には， ドイツ社会民主党がハノーファ一大会で議論し， H. ダイ
スト（Deist）がダイスト構想（DerDeist-Plan）を提唱した。 1968年にはクレ
レ，シュンク，ジーフケがそれまでに提案された諸研究や諸構想を集約し，評
価を加えるとともに，独自の利潤参加構想モデルを提示した。 1973年にはドイ
ツ社会民主党がハノーファー大会で決議した提案「増加する生産財産に占める
労働者参加のためのドイツ社会民主党の主旨」（”Leits盃tzeder SPD zur Beteil-
igung der Arbeitnehmer am wachsenclen Produktivvermogen“〉を示した。
この提案の主旨は西ドイツにおいて既に22年以上も続いている超経営的利潤参
加モデ、ル（UberbetrieblicheGewinnbeteiligungsmodell）に関する論争の暫定的
な終着点を意味するものである。それだけにドイツ社会民主党のこの提案は極
めて重要である。
これらの議論の時間的次元をみても，経済学の文献が従来長期的に予想され
る経済的成果を明確に論じていないうちに，さまざまな立場で表明された全く
相反する期待が提案された諸構想と結びついていることがわかる。一方では，
今後国民経済の総資本の約25%が再分配されるであろうから，現代の経済構造
側 Gleitze,B., ,,Lohnpolitik und Vermogensverteilung“p Sozialer Fortschritt, Bd. 
6, 1957, SS. 53-56; Derselbe，円Gedankenaustauschiiber Eigentumspolitik", Soz-
ialer Fortschritt, Bd. 7, 1958, SS. 33-35; Derselbe, ,,Sozialkapital und Konjunktur", 
Konjunkturpolitik, 1958, SS. 257-265. 。3) Parteitag der Sozialdemokratischen Partei Deutschlands, Hannover 21. bis 25. 
1. 1960, Antrag 46, Vorlage Nr. 3, SS. 19-26. 
凶 Deist,H.，円Problemeder VermogensbildungヘinKleine Schriften zur Sozialpolitik 
und zum Arbeitsrecht, 4. Folge, Heft 4, 1961, SS. 21-22. 
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の1つの思惟的な転換が切願されている。他方では，利潤参加の諸構想、は一般
に労働者の社会的状態だけでなく労働者の所得と財産の所有状態のいかなる改
善ももたらさなかったことを主張していると解釈することもできる。
これらの主張が問題視した経済的な問題意識は，財産が増加した場合の分配
を変化させるための施策が長期的に所得分配や財産分配にどのような影響を与
えるかということを明らかにするとともに，現実の財産政策の目的にできる限
り適った財産分配概念の形成を意図することである。財産の増加に関連した超
経営的利潤参加の本質的な共通点は他の提案とともに存在する O
小論では， ドイツ社会民主党の利潤参加構想、モデ、ルが国家の財産政策の 1つ
の具体的な構成形態であるとみなして考察する必要があると考えている。この
場合何よりもまずドイツ社会民主党が提案した若干の基本的な経済問題に対す
る考え方，立場，主義，姿勢などを明らかにすることが重要である。従って，
他の利潤参加構想モデ、ル，貯蓄助成，投資賃金構想、などの諸問題についても言
及する必要がある。
間 Folkers,C., ,,Die Wirkungen einer verstarkten Beteiligung der Arbeitnehmer 
am Vermるgenszuwachsauf die Verteilung des Vermi::igensbestandes“， Finanzarchiv, 
Bd. 32, 1974, SS. 194-217, insbesondere S. 194. Pitz, K. H.…Vermるgensbildung
in Arbeitnehmerhand eine Fata Morgana“， Gewerkschaftliche Monatshej音色 Bd. 23, 
1972, insbesondere S. 93; Derselbe, ,,Uberbetriebliche Ertragsbeteiligung der Ar-
beitnehmer“， Finanzarchiv, Bd. 28, 1969, SS. 148-157, insbesondere SS. 150-151. 
帥 ドイツ社会民主党の提案主旨は，徴税貸借表の利潤（Steuerbilanzgewinn）を年間
40万マルク以上得た企業が，①資本増加額の一定の割合だけでなく②利潤参加の形態
で利潤の一定の割合を「中央基金」の lつの機構である中央清算所（ZentraleClea-
ringstelle）を通じて無償で「地方基金」〈”RegionalerFonds“〉に支払うことを規定
するというものである。各地方基金は年間課税所得が独身者には36,000マルク，既婚
者には48,000マルクまでの全労働者に無償で「参加証書」（，，Beteiligungszertifikate“〉
を配分する。この参加証書の凍結期間は7年間と明記されているから，この間の譲渡
も現金化もできないわけである。
(r司 拙稿， 「西ドイツにおける財産分配政策論議の現状とその問題点 (1）」，『富大経済
論集J，第26巻，第2号， 1980年11月， 228-251頁。
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さらに， 1973年のドイツ社会民主党ハノーファ一大会の決議事項の中でも未
解決の問題，なかんずく利潤参加構想モデルの構成に関連した詳細なことは，
小論では紙幅の関係上割愛する。しかし資本家の行動に対しては本来の非法
人企業の参加価値の配分はどのように規定するのかとしづ問題，本来の社会政
策的意味や経済秩序政策的意味をどのように考えるのかとしづ問題，さらに，
長期にわたる労働者の利潤参加に対する国家の量的・質的な政策介入がどのよ
うな影響を与えるのか，その成果がどうなるかということをいかに評価するか
としづ問題などには，十分に留意しておかなければならない。
このような利潤参加構想の問題点は拙稿で若干分析したから，小論では，そ
れらの問題点に十分留意しながら単純な財産分配の巨視的静学モデ、ルと巨視的
動学モデルを構成して，労働者の利潤参加が労働者や資本家の貯蓄行動，資本
家の投資行動と利潤政策とならんで財産分配にどのような影響を与えるかにつ
いて財産分配政策的観点から考察したい。
3. 労働者の利潤参加を考慮した巨視的財産分配モデルの接近方法
そのような考察をするためには，何よりもまずクレレ，シュンク，ジープケ
が共同提案した利潤参加構想、を検討することによって利潤参加の巨視的財産分
配モデルの構成に必要な分析方法と分析用具を活用するとともに，そのモデ、ル
の接近方法を参考にする必要がある。
クレレ，シュンク，ジープケは，労働者と資本家の2階級モデルにおいて財
産分配が増加した場合，これに労働者と資本家がどのようにして参加し，この
収益参加（Ertragsbeteiligung）の成果がどうなるかを分析している。この収益
制 クレレ，シュンク，ジープケが明らかにした「収益参加」の概念は，企業の生産物
販売によって得られる売上収入の一部を労働者が取得するということ（Krelle,Wリ
Schunck, J., Siebke, ]., Uberbetriebliche Ertragsbeteiligung der Arbeitnehmer, 1968, 
Bd. I, S. 163.）である。収益参加はさらに売上収入参加（Umsatzbeteiligung），付加
価値参加（Wertschopfungsbeteiligung），原材料収益参加（Rohertragsbeteiligung)
の3つに類別されている。
「収益参加」と「利潤参加」 （”Gewinnbeteiligung“〉との関係は，次の図のよう
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参加の成果は次の場合に生じるものである。すなわち，総財産の増加率が一定
であり，総財産が分配された結果生じる本源的な財産形成の構造が変わらない
としづ前提の下で，労働者の利潤参加率が一定の割合だけ低下したときに生じ
る資本家の財産増分のある一定の割合が労働者の財産を増加させる場合にはじ
めて収益参加の成果が得られると考えられている。
このような収益参加の成果に関連して，労働者の利潤参加としづ財産分配政
策手段が財産分配過程において労働者の財産分配にいかなる成果を与えるかを
判断する必要がある。そのためには，財産分配過程を財産分配が増加する過程
の範囲内で把握する必要がある。この問題設定に対しては，新ケインズ派の接
近方法と新古典派の接近方法がある。財産分配の研究は個人あるいは集団の分
配計画とその構想に関する研究を意味するから，新ケインズ派の視点からみた
接近方法では， N.カルドア（Kaldor）の分配モデルに対する L.L.パシネッ
ティ（Pasinetti), J.クレーゲル（Kregel), W.クレレ（Krelle), M. C.ハワ
にどちらも市場経済に依存して決定されるものである。
(U msatzbet. 
(Ertragsbeteiligung( Wertsch匂fungsbet.
I （収益参加〉 I ( I ~Rohertragsbet. (marktabhangig I ¥ 
｜（市場に依存） ~ runternehme時間帥et.
｜ する J I I （企業者利潤参加〉
I I ) Betriebsgewinnbet. 
Erfolg脱出ligung¥ ¥Gewinnbeteiligung) （経営利潤参加〉
（市場成果参加〉 ） （利潤参加） I ｜ トAusschiitungsgewinnbet.
I ＼（配当利潤参加）
人markunabhangig
（市場に依存）
しない
Erfolgsbeteiligu昭は産業組織論の英語文献では marketperformanceに該当する
ものである。また，「収益参加」は超経営的収益参加（UberbetrieblicheErtragsbet-
eiligung）に係わることであり， K.H.ピッツ（Pitz）の見解によれば，超経也的収
益参加の概念は労働者の共同決定（DieMitbestimmung der Arbeitnehmer）の導入
と両立する概念であると考えられている（Pitz,K. H., a. a. 0., S. 152.）。
日町 Krelle, W., Schunck, J., Siebke, J., a. a. 0., Bd. I, SS. 89-97, SS. 136-163, 
SS. 110-130. 
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制）
ード（Howard）の分配モデ、ルのように， また，新古典派の視点からみた接近
方法では， J.E.ミード（Meade), P. A.サミュエルソン（Samuelson), F.モ
ディリアニィ (Modigliani), G. C.ハーコート（Harcourt）などの分配モデ
ルのように，所得の機能的分配と所得の人的分配（階級的分配〉を明示的に区
別する必要がある。これらの分配モデルは利潤分配率の決定要因や財産分配の
付随的な言及に関する問題設定にそのような整理の仕方があることを示すとと
もに，財産分配政策的施策・手段の分析のために必要な理念的基礎を明示して
いる。
この点に関連して， J.クロムプハルト（Kromphardt）はノミシネッティモデ、ル
の枠内でパシネッティモデ、ルの特徴に関する議論を行い，労働者の資本形成に
倒
対する考え方を展開している。 w.J.ミュックル（M註ckl）や H.J.ラムゼル
白0) Kaldor, N.，“Alternative Theories of Distribution", Review of Economic Studies, 
Vol. 23, 1955-56, pp. 83-100. Robinson, J.，“The Theory of Distribution", in 
Ditto, Collected Economic Papers, Vol. IL 1960, PP. 145-158; Ditto, The Accu-
mulation of Capital, 1956, PP. 73-84. 渡辺弘教授，『資本蓄積と所得分配』，昭
和54年， 61-118頁。置塩信雄教筏，「N.Kaldorの均衡成長Model」，『理論経済学』，
1956年8月， 59-62頁。 Pasinetti,L. L.，“Rate of Profit and Income Distribution 
in Relation to the Rate of Economic Growth円， Reviewof Economic Studies, Vol. 
29, 1962, PP. 269-279. Kregel, J., Rate of Pro｝王t,Distribution and Growth: Two 
Views, 1971, PP. 179-200. Krelle, W., Vert&ilungstheorie, 1962, SS. 74-80. Howard, 
M. C., Modern Theories of Income Distribution, 1979, PP. 135-167. 。I) Meade, J. E., "The Rate of Profit in a Growing Economy’： Economic Journal, 
Vol. 73, 1963, PP. 665-674. Meade, J. E. and Hahn, F. H.，“The Rate of Profit in 
a Growing Economy", Economic Journal, Vol. 75, 1965, PP. 445-448. Samuelson, 
P.A. and Modigliani, F.，“The Pasinetti Paradox in Neoclassical and More General 
Models", Revie四 ofEconomic Studies, Vol. 33, 1966, PP. 269-301. Harcourt, G. 
C., Some Cambridge Controversies in the Theory of Caρital, 1972, PP. 1-204；神
谷侍造訳， 『ケムブリジ資本論争』，昭和55年， 1-323頁。
(2) Kromphardt, J., ,,Kapitalbildung in Arbeitnehmerhand und Einkommensverte・
ilung im Gleichgewicht“， Zeitschrzjt fur die gesamte Staatsτ:vissenschaft, Bd. 122, 
1966, SS. 247-257. 
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(Ramser）は，サミュエルソン・モディリアニィモデ、ルを用いてパシネッティ
が定義した社会階級の概念すなわち資本家は利潤所得だけを取得するという意
味で名づけた「純資本家階級」と労働者は賃金所得と資本所得（従って，利潤所
得〉を取得するとしづ意味で名づけた「労働者階級」を引用して，新古典派の
接近方法を財産分配や財産再分配の施策を導入するために用いている。また，
H.プレムス（Brems）と同様にミュックルやラムゼルは，ミードが分析したよ
うに， 1次同次のコプ・ダ、クラス型生産関数の特別な場合に限定して所得・財
産分配，財産再分配について分析してい60
新ケインズ派の接近方法の成果として認められることは，財産分配の任意の
変化が労働者の財産分配状態を変更できないということである。この変更は労
働者の総所得分配率で決定されるからである。これに対して，新古典派の接近
方法として認められることは，財産関係の効果的な変化だけでなく，確かな巨
視的効率の喪失を回避するためにも労働者の貯蓄性向の上昇を必要条件とする
ということである。
いずれにしても，所得分配や財産分配に関する 2つの接近方法を活用して，
特定の仮定の下で、労働者の利潤参加構想の核心を生かした定式化を行い，労働
者の利潤参加を考慮した巨視的財産分配モデルの循環分析的分配概念の枠組み
の中で巨視的財産分配モデ、ルを構成することができると考える。
（お~ Miickl, W. ]., ,,Kapitalbeteiligung der Arbeitnehmer in einem neoklassischen 
W achstumsmodell“， Jahrbuch fα・r Nationa!Okonomie und Statistik, Bd. 186, 1971, 
SS. 106-123; Derselbe, Langfrist伊丹oblemeder Lohnpolitik und der Vermo-
gensbildung in Arbeitnehmer, 1971, 71 S; Derselbe, Gleichgewichtswachstum, Ein-
kommens-und Vermogensverteilung, 1975, 285 S. Ramser, H.]., ,,Sparverhalten und 
Vermogenspolitik", Zeitschrift fur die gesamte Staatswissenschaft, Bd. 128, 1972, 
SS. 269-292. Brems, H.，“Profit Sharing and a Wage Earners' Investment Fund 
under Steady-State Growth", Kyklos, Vol. 28, 1975, PP. 94-116. 
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皿 労働者の利潤参加を考慮した巨視的財産分配モデル
とその含意
この節では，循環分析的分配概念の枠組みの中でドイツ社会民主党（1981年
現在，西ドイツの与党である。〉やその他の代表的な労働者の利潤参加構想に
関する基本的な考え方をある特定の仮定の下で生かした巨視的財産分配の静学
モデ、ルを構成して労働者の利潤参加が労働者の財産分配にどのような影響を与
えるかを考察する。さらに，このモデルの財産分配理論的含意、と財産分配政策
的含意、を主としてそデ‘ルの各パラメーターの効果によって検討する。
労働者の利潤参加は根本的には労働者の貯蓄行動，資本家の貯蓄行動，投資
行動，価格政策および利潤政策に係わることである。とりわけ資本家の価格政
策や利潤政策に関する考え方は，例えば， A.シュトーベ（Stobbe), E.シュ
ナイダ、ー （Schneider), M.カレツキィ（Kalecki), J.クロムプハルト（Krom-
phardt), C.フォルケルス（Folkers), L.コパルスキー（Kowalski）などがフ
ル・コスト原理の意味の平均賃金費用としづ概念を循環分析に導入して明らか
似）
にしている。シュトーべによれば，所得・財産分配の決定要因は資本家側から
みた貯蓄行動，投資行動，価格政策および利潤政策である。価格政策や利潤政
策は所得の機能的分配，人的分配〈階級的分配〉，財産分配を決定する本源的
な意義をもっている。資本家ないしは生産手段の所有者は市場における勢力を
維持し，要求利潤率の実現を強く図ろうとするからである。シュトーベ，フォ
ルケルス，コパルスキーが要求利潤率の概念を用いて展開した労働者と資本家
の社会階級間の所得分配と財産分配の短期的・長期的発展を解明するための接
(24) Stobbe, A., Untersuchungen zur makrookonomischen Theorie der Einkommensver-
teilung, 1962, SS. 70-71, S. 116, S. 131. Schneider, E.…Einkommen und Einko・
mmensverteilung in der makrookonomischen TheorieぺL’Industria,1957, SS. 256-
268. Kalecki, M., Theory of Economic Dynamics, 1954, PP. 82-126. Kromphardt, 
J., a. a. 0 . Folkers, C., a. a. 0 . Kowalski, L., Einkommensverτ:vendung, Einkomm-
ensverteilung und Vermogensverteilung, 1967, SS. 27-40, SS. 202-224. 
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ω 
近方法は，労働者の利潤参加における要求利潤所得や要求貨幣賃金率などを考
慮した巨視的財産分配モデ、ルを構成する場合にも極めて有用である。しかし
ここでは小論独自の巨視的財産分配モデルを構成する。
財産分配の静学モデ、ルの構成にあたり，次の仮定を設ける。① モデルは封
鎖体系である。② 完全雇用状態である。従って，国民所得は所与と仮定す
る。① 政府の経済活動は組織的な財産分配政策，すなわち，小論では利潤参
加を導入した財産分配メカニズムの展開に限定する。さらに，賃金税， 2つの
例
利潤税， 「中央基金」（ZentralerFonds）の所得に課される所得税を導入する
が，利子率以外の金融的要因は導入していない。④ 労働者と資本家のそれぞ
れの貯蓄行動の基本的相違を明確にするために，財産分配政策やこの政策に関
する諸見解の展開の結果いかんを問わず，労働者の貯蓄行動は賃金所得からな
される貯蓄性向と労働者が取得する利潤所得からなされる貯蓄性向の 2種類の
貯蓄性向にもとづく貯蓄で示されるものと仮定する。資本家の貯蓄行動は資本
家が取得する利潤所得からなされる貯蓄性向による貯蓄で示されるものとす
る。① 資本家の価格政策や利潤政策に係わる独占度は財産分配政策の成果い
かんを問わず実質的には変化しないものとし，独占度の水準は単純化のために
0とする。① 労働者と資本家のそれぞれの利潤率と利子率とは一定の関係を
もち，両者は同義であるとみなすが，小論のモデ、ル分析で、はこのように仮定し
制
ても問題は生じない。⑦ 財産分配政策の分配効果の図式として新ケインズ派
の接近方法を用いるが， P.A.サミュエルソン（Samuelson）と F.モディリア
(25) Pitchford, J. and Turnovsky, S. J.，“Some Effects of Taxes on Inflation", Qu-
arterly Journal of Economz・cs,Vol. 90, 1976, PP. 523-539. この文献を参考にでき
たのは本学部助教授油井雄二氏のお陰である。
側 「中央基金」については，小生の知る限り次の文献で詳しく説明されている。 Pilz,
F., Das System der Sozialen Marktwirtschaft, 1974, SS. 108-115. 
間 この意味の利潤率ないしは利子率が異なる場合は，北野熊喜男先生の古稀記念論文
集に所収の拙稿で考察している。拙稿，「ケインズ派分配理論の単純な一般化j，北野熊
喜男博士古稀記念論文集刊行会編，『経済と社会の基礎分析J，昭和54年， 340-354頁。
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ニィ（Modigliani),H. J.ラムゼル（Ramser）が示した新古典派の接近方法，
すなわち，非中立的技術進歩を仮定し，従って，自然成長率が労働人口の増加
率と J.R.ヒックス（Hicks）や R.ハロッド（Harrod）の意味の中立的技術
進歩から構成されることを仮定するとしづ接近方法は用いていなし、。この制約
は労働者の利潤参加と貯蓄行動，資本家の貯蓄行動ひいては投資行動に特別な
影響を与えることになる。③ 利潤参加に伴う財産分配政策は財産再分配のメ
カニズムに係わるものであり，利潤参加構想は増加した財産を労働者がより多
く取得できること，すなわち，労働者の財産分配状況を改善することを目的と
している。この場合財産は所得，場合によっては総資本所得に占める労働者の
資本所得の比率で表示する。この方が最も単純で論理的にも妥当すると考え
る。① 経済主体は労働者階級，資本家階級，中央基金の 3つである。労働者
と資本家はそれぞれの利潤所得の一部を「中央基金」へ「基金参加率」にもと
づいて預けると仮定する。賃金所得，労働者が取得する資本所得にもとづく利
潤所得からは中央基金へ預けなし、。中央基金は貯蓄も資本形成もしない。⑪
財政収支は均衡する。国債発行による財政収入はないものとするO
これらの仮定の下で次の巨視的財産分配モデ、ルを構成することができる。
(1) Yt=Yf+Y~十Yf
(2) Yf = (l-tL)Lt+ (l-tM){rLKf +w(lー ρ）roK~ + !hn} 
(3J n=Cl-to){(lー w)(l 一 ρ） roK~+DoY-D 
(4) Yf=(l-tF)proK~ ， l>w>O, 1＞ρ＞O, l>to>tM>tF>tL>O, 
l>ro>rL>O, l>Do>!h>O 
(5) Kf=Kf+Sf 
(6) Kt=Kf+K~ 
(7) Sf=sL(l-ti;)Lt+sM(l-tM){rLKf十w(l－ρ）roK1+DLY-f}
(8) 57 = soY7 = so(l -to) { (1 ー w)(l-p)roK~十DoYD , 
l>so>sM >sL>O 
(9) Kt+i -Kt=lt=St=Sf+S7 
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(10) T1{ =Tt =tzLt十tM{rLKf十w(l一ρ）rGK1十！lzY{'}
十tG{(1ー w)(l一ρ）rGK1+nGY{'} +tFρrGK1 
記号の約束。
ytはt期〈今期〉の国民所得， nはt期の労働者の総所得， nはt期の
資本家の総所得， Yfはt期の中央基金の総所得， Ltはt期の賃金所得， Kt
はt期の総資本所得， Kfはt期の労働者の資本所得， K？はt期の資本家の
資本所得， rLは労働者の利潤率ないしは利子率， rGは資本家の利潤率ないし
は利子率， ω は利潤参加率， ρは中央基金参加率， Dzは中央基金から労働者
への再分配率， f1.Gは中央基金から資本家への再分配率， stはt期の総貯蓄，
Sfはt期の労働者の貯蓄， S？はt期の資本家の貯蓄， Sc.は労働者の賃金所
得からなされる貯蓄性向， SMは労働者の資本所得からなされる貯蓄性向， SG
は資本家の資本所得からなされる貯蓄性向， Itはt期の総投資， T1{はt期の
財政支出， Ttはt期の財政収入， tzは賃金税率， tMは労働者の利潤税率，
t（｝ は資本家の利潤税率， tFは中央基金の所得税率，である。
このモデ、ルは式10，変数10en, Y?, Yf, Lt, Kf, K?, St, Sf, S?, Tt) 
であるから，完全な体系が成立する。 Yt, It, Tf, Kt> rL, rG, w, p, Dz, 
f1.G, SL, SM, SG, tz, tM, tG, tFはすべてパラメーターであり，所与かつ一定
である。
(1）式は t期の国民所得の定義式である。国民所得は労働者の総所得，資本家
の総所得および中央基金が労働者と資本家から受け取る所得から構成されるも
のとする。
(2）式は賃金税額 tLLtと（10）式の右辺第2項で示される労働者の利潤税額を控
除した t期の労働者の総所得の定義式である。労働者は4つの形態の所得を取
得する。すなわち，賃金所得Ltの他に労働者が所有する t期の資本所得Kfか
ら利潤率ないしは利子率 rLで得た利潤所得 rLKf，利潤参加によって取得し
た「基金証書」〈”Zertifikate‘つあるいは「持ち株証書」（”Anteilschein“〉に明
記された利子所得あるいは配当 wrGK？から中央基金への参加額 pwrGK？を
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差しヲ｜し、た利潤所得 w(l 一 ρ） rgK~，中央基金から労働者に再分配された所得
。LYfを取得する。
(3~式は資本家の利潤税を控除した資本家の総所得の定義式である。資本家は
2 つの形態の所得，すなわち，労働者の利潤参加額 wrGK~ と中央基金への参
加額（1ーω〉ρrgK~ を差しヲ｜し、た利潤所得（1 ー w)(l 一 ρ） rgK~，中央基金から
資本家に再分配された所得。GYfを取得する。
（叫式は中央基金の所得 ρrgK~ に課税される所得税額 tFρrgK~ を控除した
場合に中央基金が取得する総所得の定義式である。
(2）～（4）式は，前節で説明したことを定式化した表現で、あり，従来の所得・財
産分配モデ、ルで、は示されていなし、。ドイツ社会民主党の利潤参加構想では，資
本家（企業者〉だけがその年間利潤所得に課税されるが，その他の代表的な利
潤参加構想では資本家の利潤所得も労働者の利潤所得も課税の対象となってい
る。課税は当然社会階級の所得・財産状態を変えるから，形式的ではあるが，
モデ、ルには4種類の租税を導入した労働者，資本家および中央基金のそれぞれ
の総所得を定義している。
(5）式は各期の労働者の資本形成（資本量あるいは資本所得〉の増分 Kf+i-
Kfが労働者の今期（ t期）の総貯蓄 Sfに等しいとしづ定義式である。
(6）式は t期の総資本形成の定義式である。 t期における総資本形成は労働者
と資本家のそれぞれの資本形成（資本所得〉から構成される。
(7）式は t期の労働者の貯蓄を示す貯蓄関数であるO 労働者の貯蓄行動は，可
処分賃金所得（1ー な）Ltの一定の割合すなわち貯蓄性向 SL, (10）式の右辺第2
項で示される労働者の利潤税額を控除した可処分利潤所得 （l-tM){rLLf+w
(l-p)rGK~ ＋！hYf} の一定の割合すなわち貯蓄性向 SM でなされると仮定す
る。この場合再分配額そのものには課税しないと仮定しているから，再分配税
率はOであるO
(8）式は資本家の貯蓄を示す貯蓄関数である。資本家の貯著行動は資本家の可
処分利潤所得 (1-tg){(1-w)(l-p)rgK~ ＋ .QgYf} の一定の割合すなわち貯
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蓄性向 S（｝ でなされると仮定する。この所与の貯蓄性向は資本家の要求利潤率
rGを実現するために必要な貯蓄決定要因である。要求利潤率 raと r，. はモデ
ルの体系内で、は外生的に与えられ，需要パラメーターに反応すると仮定してい
る。さらに，（7）式と（8）式の外生的に所与の貯蓄性向は， 「利潤所得の性質によ
倒
るのではなくて資産を所有する個人の財産に依存する」ものである。
(9）式は各期の総資本形成の増分 Kt+1-Kt=-L1Ktが今期の総投資 Itに等し
く，総投資が総貯蓄stに等しいという巨視的経済の均衡条件式で、ある。各期
の総資本形成従って財産形成は労働者と資本家のそれぞれの貯蓄によって決定
されるわけであるO Itについてはれとともに一定と仮定するから， t期の投
資比率三ト定と仮定するo このことはモデルの体系内では資本家の投資行
動の変化が所得形成と財産形成に及ぼす影響を分析しないことになるが，妥当
しないことではない。
(10）式は財政収支均衡式である。一定と仮定した財政支出に財政収入を均衡さ
せる均衡予算方式を仮定する。
このようなモデ、ルの体系から労働者の財産分配の増大は次のようにして導く
ことヵ：で、きる。
労働者の財産は（5）式で、示されるから，労働者の財産分配率 Vf+iは次式で定
義することができる。
）???? ?（ VL VL 一二三三旦－
t+1-Kt+I 
この式の分子に（5）式を代入し，分母に（9）式を代入して分母子を yt除し
そ＝v, -4~＝ i とおき，（札（2），叫（札（叫，（拭を代入して整理すれば，
次の非同次定差方程式が得られる。
（凶
Kf +i v{l十九（l-tM)(sM-sL)-A} Kf SL十vA
Kt+I - U十i Kt一一万平f
。8) Kaldor, N.，“Marginal Productivity and the Macro-Economic Theories of Dist-
ribution", Review of Economic Studies, Vol. 33, 1966, PP. 309-319, especially P. 
310. 
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A= ra(m(l-tM) (sM-sL) (1一ρ）－sL(l-ta)(1一m)(l一ρ〉
+ p(l-tF ){.Ch(l-tM)(sM-SL)-SL-SLila(l-ta) }) 
この非同次定差方程式は次の条件ωが各期（ t期〉の経路において成立する
ときに，解が得られるo
v{l +rL(l-tM) (sM-SL)-A} 
(13) 1> . >O 
v+i 
すなわち， i>v{rL(l-tM)(sM-SL)-A}>O 
騎
その非同次定差方程式の一般解 Vfは，
白品 Vf ＝玉三＝〈咋－Vi）ド｛ 1十ぱ1-tM） 恒三~－＇と主lT 十VL
n.t l v+i ) 
V孟＿ SL+vA － v{rL(l-tM)(sM-SL)-A} 
この式から次のよう伝帰結を導くことができる。
① v{rL(l-tM) (sM-SL)-A} >Oのとき，すなわち， rL(l-tM)(sM-SL) + 
rasL (1-ta) (1ー m)(l一ρ）＞raw(1-tM) (sM-sL) (1一ρ）＋ raρ(1ー な）{UL(l-
tM)(sM-SL)-SL-SLUa(l-ta)} >Oのとき，労働者の財産分配率 Vfの安定均
衡値を得ることができる。この場合，労働者の財産分配率の極限値は，
sL+vA 同 lim Vf= VL－~ 一一
t→00 - v{rL(l-tM)(sM-SL)-A} 
この値は労働者の利潤参加が投資的意味をもっ場合の労働者の均衡財産分配
率 （VL)*(=Vりをあらわしている。①の条件 v{rL(l-tM)(sM-SL)-A} >O 
は②～①の場合にも有効な条件である。
② 労働者の利潤参加が投資的意味をもたない場合には，すなわち，利潤参
加率がOのときには（w=O），労働者の財産分配率の極限値は，
sL+vra〔ρ（1-tF){.QL(l-tM) (sM-SL）一側 limVf = (VL）料ー
>oo - V〔rL(l-tM)(sM-SL）一ρra(l-tF){.QL(l-tM)(sMー
SL-SLila(l-ta) }-sL(l-ta) (1－ρ〉〕
SL) +sLrG十SLraOa(l-ta)}+sLra(l-ta) (1－ρ〉
① 中央基金参加率がOのとき（ρ＝O），従って，中央基金から労働者と資
本家への再分配率がOのときには (.QL=ila=O），労働者の財産分配率の極限値
側小論の終りの数学注参照。
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は，
SL十v{w(l-tM)(sM-SL)-sL(l-tG) (1一回 limVf= VL= 
t←oo v{rL(l-tM) (sM-sL) +sL(l-tG) Ciー ω〉ー w(l-tM)
ω〉｝
(SM-SL)} 
④ 労働者の要求利潤率がOで資本家の要求利潤率が 1のとき，すなわち，
総利潤率を全部資本家が取得するときにはかL=O, rG=l)，労働者の財産分
配率の極限値は，
(18) lim Vf = VL －＿！＿~土竺E竺G三！＿＿1L!_2Q広三SL_2i1:_三位三三~（1三：－＿！G]J_lァ位
t→00 - v〔w(l-tL)(sM-SL)(1一ρ）－sL(l-tG)(lー w)(l-
(1－ρ〉＋ρ（1-tF)(fh(l-tM) (sM-SL)-sL-SLO.(} 
ρ〉十ρ（1-tF){0.L(l-tM)(sM-SL)-sL-SL0.(}(1-
(1-tG）｝コ
t(}) }) 
① 総利潤率を全部労働者が取得するときにはかL=l,rG=O），労働者の財
産分配率の極限値は，
仕功 lim Vf= VL 
t→∞ 
SL 
v(l-tM) (sM-SL) 
このような5つの帰結は根本的には次のメカニズムにもとづいている。労働
者の財産分配率の初期状態 Yd'はある特定の利潤の分配，従って，それに対応
した所得や財産の階級的分配を決定する。労働者の貯蓄性向 SLとSM，中央基
金から労働者への再分配率 f2L，賃金税率 lL，労働者の利潤税率ながし、ずれ
も所与のとき，資本家の利潤政策と投資決意、から資本家に必要な貯蓄 s~ が生
じる。これに伴ってモデ、ルの体系内で財産分配の均衡が達成されることにな
る。また，資本家の貯蓄性向と財産分配の反応がモデルの体系の定常値の方向
へ導く新しい財産分配が生じる。このようなメカニズムとは逆のメカニズムを
もっているのはカルドアやパシネッティの所得分配モデ、ルのメカニズムであ
る。この点はカルドアモデ、ルやノミシネッティモデルと小論のモデ、ルとの相違点
である。小論では，カルドアモデ、ルやパシネッティモデ、ルのように投資，従っ
て，投資比率，労働者と資本家のそれぞれの貯蓄性向が利潤分配率を決定する
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というメカニズムではなくて，労働者，資本家および中央基金の所与の貯蓄性
向と 4種類、の税率の下で予想投資と予想利潤が本質的には留保利潤の反応に関
連して総貯蓄を確定するというメカニズムである。
① v{rL(l-tM) (sM-SL)-A｝くOのとき，労働者の財産分配率 VLは経済
的意味をもたなくなる。この場合には労働者の財産分配率の極限値は発散し，
値；をもたなくなるO
モデルの体系内の均衡経路におけるパラメーター ω，ρ，ilL, DG, SL, SM, 
r L, rG, tM, tG, tFの効果は，次のようにして確かめることができる。
労働者の利潤参加率 ωの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは上昇する。
すなわち，
aVL VrG{(l-tM)(sM-sL)(l－ρ）十九（1-tG)(l－ρ）｝（B+vA十SL)。1) 一一一一 >O aw - B2 
B=v{rL(l-tM)(sM-sL)-A}, A>O （条件①による。〉
中央基金参加率 ρの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは， D主0vこ応
じて上昇し， 0となり，低下する。すなわち，
(21) ~ー竺位色＆二~）~三盆土並~o, D霊0 （符号同！｜慎〉
δρ － BJ ミ
D=sL(l-tG)(l-w）一w(l-tM)(sM-SL）十(1-tF){.QL(l-tM) 
(sM-SL)-SL-SL(l-tG).QG} 
中央基金から労働者への再分配率 ilLの上昇につれて労働者の財産分配率は
上昇する。すなわち，
。2) δVL 
ailL 
VrG(l-tF) (1-tM) (sM-SL){ vrL (1-tM) (sM-SL）十sL}
->O B志
中央基金から資本家への再分配率 DGの上昇につれて労働者の財産分配率は
低下する。すなわち，
(23) ~－ vrGρ2皇土並立と担2_[vrL(l-tM)(s仁三三主吐くOailG －一一一 BZ 
労働者の貯蓄性向 SLの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは， F主VrGE{vrL
(1-tL) (sM-SL) +sL}に応じて上昇し， 0となり，低下する。すなわち，
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。の oVL F-vroE{vrL(l-tL)(sM-SL）十sL}主主ハ・as;-= BJ ミ v,
F言vroE{vrL(l-tL) (sM-sL）十SL}（符号同I原〉
F=l+vrL(l-tM)(sL +vA) 
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E=w(l-tM)(l－ρ）＋（1-to)(lー w)(l一ρ〉十ρ（1-tF){!h(lー
tM）十1H1o(l-to)} 
労働者の貯蓄性向 SMの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは， roH{vrL
(1-tL) (sM-sL）十SL｝雲行(1-tM)(sL十vA）に応じて上昇し， 0となり，低下す
る。すなわち，
位9 oVL u〔roH{vrL(l-tL)(s"!_-sL)+sL}-rL(l-tL)(sL+vA）〕＝ハ-i；；－＝ 一一一 J33 宅 v,
roH{vrL(l-tM) (sM-sL）十SL｝雲行(1-tM)(sL十vA)
（符号同順〉
H=(J)(l-tM)(l一ρ）+ pilL(l-tF) (1-tM) 
労働者の要求利潤率（ないしは利子率〉九の上昇につれて労働者の財産分
配率 VLは低下する。このことは rLが労働者の所有する資本所得，従って，
,. VL 
rLKLだけに係わるものであり，労働者の総所得 YLVこ占める割合マトが小さ
し、からである。
。 θVL v(sL十りA)(1-tM) (sM-sL) くOBγL ー
資本家の要求利潤率（ないしは利子率） roの上昇につれて労働者の財産分
配率 VLは上昇する。このことは労働者の利潤参加によって取得する利潤所得
wroK0と中央基金から労働者へ再分配される所得すなわち利潤所得。LYF=
DLproK0を合計した利潤所得が労働者の総所得に占める割合が大きいからで
ある。
(27) 
oVL vJ{vtL(l-tM)(sM-SL)} 
恥＞OBγG jj 
J = w(l-tM) (sM-sL) (1一ρ）－sL(l-to)(lー w)(l－ρ〉十ρ（1ー
tF ){DL(l-tM) (sM-sL)-sL-sLDo(l-to)} 
労働者の利潤税率 tMの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは， rL(sL十
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vA)(sM-sL）言raM{vrL(l-tM)(sM-SL）十SL｝に応じて上昇し， 0となり，低下
する。すなわち，
θVL τ1rL(sL十vA)(sM-sL)-vraM{ vrL(l-tM) (s~－ sL) +sL} 
一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 ＞ーOatM - B2 (28) 
M=w(sM-sL)(l一ρ〉＋ρfh(l-tF)(sM-sL) 
資本家の利潤税率 taの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは上昇する。
すなわち，
o VL vra{sL(lー w)(l一ρ〉＋ρsLDa(l-tF)}(B十vA十SL)
>O ot - B2 (29) 
次に，モデ、ルの体系内の反応経路における各パラメーターの効果は次のよう
にして確かめることができる。反応係数は次の側式で示すことができる。
。 α －~1 +rL(l-tM）匂－sL)-A}－ U十z
この反応係数 αはω式にみられるものである。 t期の労働者の財産分配率
VL 玄十（＝Vf)はこの反応係数によっても決定されることになる。
。1)
(32) 
(3) 
。母
(35) 
。
長＝一光｛(1-tM) (sM-sL) (1一山山a)(l－ρ）くO
2空ー ＝ヱ笠ァ〔w(l-tM)(sM-sL)+ (1-tF ){DL(l-tM)(sM-sL)-!hー
θρ v十z
sLDa(l-ta) }-sL(l-ta) (1ー ω〉〉言0' 
w(l-tM) (sM-SL) + (1-tF ){ilL(l-tM)(sM-sL)-sL 
-sLDaCl-ta）｝雲sL(l-ta)(l-w)（符号同I頂〉
長＝一五戸（1-tM）十raw(lー な）(1ー がra(l-ta)(1ー ω〉
(1-p)+raρ（1-tF ){flL(l-tM) + 1十Da(l-ta）｝）くO
託＝込7〔rL(l一ω一ra{w（ト tM)(l一ρ〉十ρflL(l一印）(1一tM)
三霊0, rL(l-tM）言ra{w(l-tM)(lー ρ〉十ρflL(1-tF )(1 
-tM)} （符号同！｜贋〉
2空ー＝~(1-tM)(sM-SL)>Q
OTL V十z
；号＝一三7〔w(l一tM)(sM一仕）(1一
一48一
明｝
(38) 
(39) 
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ρ（1-tF ){fh(l-tM)(sM-sL)-sL-sLDG(l-tG）｝）言語0,
w(l-tM) (sM-sL) (1一ρ〉十p(l-tF){DL(l-tM) (SM-
sL)-sL-sLDG(l-tG）｝言SL(l-tG)(lー w)(l一ρ〉
（符号同！｜原〉
長＝一三-z{rL(sM-sL)-rGw(sMー SL)(lー ρ－rGρ.(LL(l一州x
-SL）｝重0, rL(sM-sL）雲rG{w(sM-sL)(1一ρ〉＋ρ.(L
(1-tF) (sM-SL)} （符号同！！原〉
長＝一先｛sL(l-:-w)(l－ρ＋川氏1-tF）｝くO
3子＝一子手ァ{fh(l-tM)(sM-sL)-sL-sLDG(l一旬〉）歪0' 
U"F Ul:t 
fh(l-tM) (sM-sL）言SL{l十DG(l-tG)} 〈符号同順〉
これらの式によれば，均衡では，初期状態の反応は利潤参加率 ω，労働者の
貯蓄性向 SL，資本家の利潤税率 tGのそれぞれの上昇につれて低下し，条件い
かんによっては中央基金参加率 ρ，労働者の利潤所得からなされる貯蓄性向
SM，労働者の要求利潤率 rL，資本家の要求利潤率 rG，賃金税率 tL，労働者の
利潤税率 tM，中央基金の所得税率 tFのそれぞれの上昇につれて上昇するO な
ぜ、ならば，各パラメーターは労働者が取得する可処分利潤所得に依存する割合
が大きいからである。とりわけ， SMの反応過程は労働者の均衡財産分配率に
貰要な効果を与えていることに注目する必要がある。
N 労働者の利潤参加を考慮した巨視的財産分配モデルの
動学化とその含意
前節で展開した静学的な巨視的財産分配モデ、ルを動学化するとともに，その
財産分配理論的合意と財産分配政策的合意を検討するO
この場合のモデ、／レの仮定は，静学モデ、ルの仮定の他に，労働人口の増加率は
一定であると仮定する。
動学モデ、ルの体系は次の通りである O 添字 tを除去した（1）～（5）式， ω式を用
いる。
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、 ?
??
??
，
?
?
??
?
??
?， ， ? 、 ， ， ， ? 、
KL=SL=sL(l-tL)L十sM(l-tM){rLKL十w(l-p)ra.KG十ilLYF}
KG=SG=sG(l-tG) { (1ー w)(l－ρ）rGKG十ilGYF}
五そ YYL
K 
L 一一一＝kK 
L=lN 
iv 一一一＝nN 
????
???
? ????
(46) l=S 
記号の約束。
KLは労働者の資本所得を時間 tで微分したものであり，時間 tの経過に伴
( dKL ¥ 
う労働者の資本所得の増分（＝っァ）， KGは時間の経過に伴う資本家の資本
( dKG ¥ . 
所得の増分｛＝五 ）， VLは労働者の財産分配率， hは資本装備率の逆数あ
るいは資本・労働比率の逆数， Jは貨幣賃金率， Nは労働人口， Nは時間の経
f dN¥ 
泊こ伴う労働人口の増分「{ft),nは労働人口の増加率，である。
この動学モデ、ルは式13，変数13(YL, YG, YF, L, KL, KG, S, SL, SG, 
VL, k, N, T）であるから，完全な体系が成立する。 Y，よ TE, K, r L> rG, 
W, p, ilL, ilG, SL, SM, S(}, tL, tM, l(}, tF, f, nはすべてパラメーターであ
り，所与かっ一定である。
ω式は時間 tの経過に伴う労働者の資本所得の増分が労働者の貯蓄に等しい
ことを意味する。
ω式は時間の経過に伴う資本家の資本所得の増分が資本家の貯蓄に等しいこ
とを意味する。
(42）式は労働者の財産分配率の定義式で、ある。
倒式は資本・労働比率の逆数の定義式である。
ω式は賃金所得の定義式である。
倒式は労働人口の増加率の定義式であるO
側式は巨視的経済の均衡条件式であるO
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このモデ、ルの体系から次の2つの動学方程式を導くことができる。
τ°TL 。司 ヤz=-SGrG(l-tG){ (1ー w)(1一ρ〉＋ρilG(l-tF）｝十SGrG(l-tG)
{ (1ー w)(1一ρ〉＋ρilG(l-tF)}VL 
ω 一？＝一ι一tL)k一SMrL(l一印M）戸十ぱG〔
(1一tF）｝十SG(l一tG){ (1一w)(1一ρ〉十 pilL(l一tF）｝〕VL一rG
〔SM(l一tM){w(l一p)＋ρilL(l一tF）｝十SG(l一tG){ (1一w)(1一
ρ）＋pilL(l一tF)})
k 
的， ω式によれば，資本・労働比率の逆数の上昇率一ーは労働者の財産分配k .,:_ 
TTL 
率 VLによって決定されるが，労働者の財産分配率の上昇率令rは資本・労働
比率の逆数hによって決定されないことがわかる。
TTL L 
下＝0,kー＝Oのとき， 1＞ρ
>Oで、あれば，動学体系側，倒のすべての解が得られるO この解はパシネッテ
ak 
ィ均衡に接近する。一一＞Oであるから， VLの増加につれて hは上昇する。θVL 
側（YL)**=l
(50) k**-n-sMrL(l-tM) 
- SL(l-tL) 
k VL=O 
k=O 
「
た’ p’デ~小 」
。 yL 
(VL）”＝l 
第1図 ノミシネッティの場合
側数学注参照。
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???
ん すL=O
た＝0
つ
k’ ~ 
VL 0 
(VL）“＝O 
第2図反パシネッティの場合
第1図のパシネッティの場合において， VL=Oのときのんの値を k＇とすれ
vi, 
(51）ん’＝ 1 〔n-rsM(l-tM){w(lー ρ〉十ρflL(l-tF)}
sL(l-tL) 0 
-rasa(lーら）｛(1ー w)(l一ρ〉十pflL(l-tF）｝〕
ここで， ra(sM(l-tM){w(l-p）十ρflL(l-tF）｝十sa(l-ta){(lー w)(1ー ρ〉＋
pDL(l-tF) })>sMrL(l-tM)>Oであるから，長＊＊＞k'>Oが成立するo
また， v~ は単調増加関数であるから， v~， の初期状態 Vf が （ VL）＊＊ であれ
ば，すべての時間 tに対して Vf=(VL）＊＊ が成立する。従って，側式におい
て Vl＇の値が恒常的状態の値よりも大きいかどうかは，倒式の右辺の第3項
と第4項の VLの係数の値いかんによって決定されることになる。
パシネッティの場合には，安定均衡が存在するから，反パシネッティの場合
((VL)**=O）は存在しないことになるO このことは財産分配メカニズムその
ものは労働者に有利な影響を与え，資本家には不利な影響を与えることを意味
する。倒式は，労働者の立場からみれば，労働者の財産分配率が 1としづ最適
状態にあることをあらわしている。（49）式と側式は財産分配政策の均衡値を示し
ているo
lTL 
ω式は納式を示した第3図において明らかにすることができる0inは VL
の単調な増加関数である。この関数は労働者の財産分配率 （VL）料の均衡値1
に接近する。
。 VL 
第 3図
1/L 
次に，時間 tの経過に伴う労働者の財産分配率の変化γfにおけ、る各ノザメ
ーターの効果は次のようにして確かめることができる。
時間 tの経過に伴う労働者の財産分配率の変化を示す納式が，労働者の2つ
の貯蓄性向 SL と SM，労働者の利潤率ないしは利子率 rL，労働者の利潤税率
tMによって決定されないことがわかる。このことは労働者の財産分配率が主と
して利潤所得から形成されていることを意味するO
IよZγrが上昇するのは，労働者の利潤参加率ω，資本家の利潤税率弘中央基
金の所得税率 tF，労働者の財産分配率 VLがし、ずれも上昇するときである。
すなわち，
(52) 
I VL ¥ ar寸:rL)、九 I =S仰 (1-t州－p)(l-VL)>O 
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(53) （子）() =sGrG(l-VL){(l-w)(l-p)+!lGρ(1-tF)} >O 
tG 
I VL ¥ at~子r-)
(54）、O~F ’ ＝ s向。Gp(l-tG)(1-VL)>O 
I Y_L ¥ 
ol一'L-)側 ~v.「＝SGrG(l-tG){(1ー w)(lー ρ）+!lGp(l-tF)}>O 
VL 
逆に，令rが低下するのは，資本家の貯蓄性向 S（｝，資本家の利潤率ないし
は利子率rG，中央基金から資本家への再分配率 !LGがし、ずれも上昇するときで
ある。すなわち，
(56) 
間
(58) 
TTL 
a（子）
OSG =-rG(l-tG)(lー VL){(1ー w)(lー ρ）+!lGp(l-tF）｝く0
a（子） L 針G ＝一勾(1一tG)(l一VL
I VL ¥ 
（）守「j¥ vι ／ 
、v ’＝-SGrGρ(1-tG)(l-tF)(l-VL）くO
O!lG r-
令rは，中央基金参加率 ρの上昇のとき， Iー ω言。G(l-tF）に応じて上昇
し， 0となり，低下する。すなわち，
/I三1
¥ TTL I ω ら =SGrG(l-tG)(l-Vり｛(1ー w)-!lG(l一句〉｝言。
このような納式に関することがこの動学モデルの財産分配理論的合意であ
り，財産分配政策的合意であるO
V む す び
前節までにおいて，労働者の利潤参加が財産分配にどのような影響を与える
かを労働者の利潤参加を考慮、した巨視的財産分配モデルの枠組で、考察した。そ
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の静学モデルで、は，ある特定の条件の下で労働者の財産分配率の均衡値を導
き，モデ、ルの体系内で、均衡経路と反応経路における各パラメーターの効果を明
らかにすることができた。さらに，動学モデ、ルで、は，労働者の財産分配率の均
衡値が1になり，労働者の財産分配状態が最適状態になることと労働者の財産
分配率の変化における各パラメーターの効果を明らかにすることができた。
これらの小論独自の財産分配モデ、ルは，労働者の利潤参加に関する一連の本
質的な問題に十分答えていないため，財産分配理論的な解明は決して満足すべ
きものではないが，労働者の利潤参加と労働者や資本家の貯蓄行動を考慮した
財産分配を分析するとし、う問題意識を理論的に展開した1つの図式として若干
の意義をもっているのではないかと思われる。また，小論のモデ、ル体系の前提
はまったく仮想的なものではなく「西ドイツにおける利潤参加構想の核心を単
純化したもの」であり，その意味で制度的根拠をもっているから，小論のモデ
ル体系は財産の源泉で、ある所得とその機能的分配や人的分配〈階級的分配〉と
の間の連鎖として作用する財産分配理論を展開したものである点にも何らかの
意義があるのではないかと思われる。
小論には多くの問題点が残されている。
まず第1に，労働者の利潤参加が財産分配の効果的な「再分配」メカニズム
とその「再分配」構造の中でどのような影響を与えるのかを十分に解明してい
ないということである。投資的な意味をもっ「利潤参加は短期的な成果を挙げ
るためではなくて最終的な長期的戦術の表現として理解する必要がある。」
しかし，財産分配の「分配」メカニズムについては，労働者の利潤参加を考
慮、した小論の静学モデ、ル体系と動学モデ、ル体系がある程度明らかにしている。
小論のモデル体系はノミラメーター構造の変化に敏感に反応するから，財産分配
メカニズムとその構造の中で労働者の利潤参加が与える財産分配効果は，時期
によって異なるが，ある程度明らかにしている。
第2に，小論のモデ、ルは財産分配の増大を考察しているが，パラメーター構
。1) Folkers, C., a. a. 0., S. 217. 
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造が変化したときの反作用については考察していないということである。この
意味では，均衡体系の方法論の帰結にも関連がある。すなわち，モデ、ルにおけ
る労働者と資本家の行動様式は変わるから，労働者と資本家の予想が常に実現
するとは限らず，不均衡モデ、ルの考察も必要である。この場合，労働者の利潤
参加を考慮した不均衡モデ、ルで、は資本家の投資行動をあらわす均衡成長におい
て把えた投資比率の不変性を明らかにする必要がある。少なくとも不均衡モデ
ルの考察をしなければ，財産分配の分析をより前進させることはできないと考
えるからである。
第3に，小論のモデ、ル体系は新ケインズ派の接近方法を立論の基礎として構
成しているが，このことは特に長期的に一定している予想利潤所得と事後的な
利潤所得が確定するのかどうかが問題になるということである。ここで利潤所
得を問題にするのは，労働者が資本家の取得する利潤所得の一部を配当，その
他の形態で取得するためには，何よりもまず利潤所得の存在が必要であり，次
に資本家の利潤政策が必要であるからである。
さらに，モデ、ルで、は労働者と資本家の予想要求利潤率 rL と TGは常に実現
することを仮定しているが，予想要求利潤率が実現しない場合は考察していな
いということである。従って，予想（事前的な〉要求利潤率が常に事後的な要
求利潤率と均衡することはモデルの体系内で TL と TGの存在範囲を限定する
ことになるが，労働者も資本家も長期的にはある特定の均衡要求利潤率を達成
しようとするから， TL と TG の変動は均衡モデ、ルの範囲内でも分析できると
考える。それにしても，予想要求利潤率の変更がどのようにして生じるか，ま
た，労働者の利潤参加を導入した場合，予想要求利潤率がどの範囲で反応する
のかとし、う点が問題になるO
第4に，中央基金が所有する所得の運用（例えば，貸付。〉いかんによって
労働者の利潤参加は変化すると考えられるが，この点を考慮、していないという
ことである。
この他にも多くの問題点が残されているが，このことは今後の課題である。
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数学注
脚注ω
非同次定差方程式に属する向次方程式①の一般解を v~ とする。この解は②
の形式をしているものとする。
① Kf+1 v{l+rL(l-tM)(sM-sL)-A} Kfーハ玄ζ一叫i -x;-v 
② V~ ＝ εt （εは定数〉
②式が①式の解であれば，②式を①式に代入することによって①式の関係が
成立するはずである。①式の特性方程式③が成立しなければならない。
① ε＝ v{l十rL(l-tM)~SM-SL)-A} v+i 
従って，特性根④が得られる。
④ 
v{l +rL(l-tM) (sM-sL)-A} 
s= v十i
④式を②式に代入すれば，同次方程式①の一般解が得られるO
① V~ ＝〔り（山L(l-w~－sL)-A｝ 〕t
この式が①式の解で、あれば，これに任意の定数φを乗じたものも①式の解で
ある。
「｛1+rL(l-tM)(sM-sL)-A} jt 
①同＝φL v+i J 
次に，非同次定差方程式の特解を V1"とする。この解は⑦式の形式をしてい
るものとする。
⑦ VI[= VL (¥7Lは定数〉
①式を非同次定差方程式ωに代入して VLについて解けば，
③ TTL- sL+vA 
• -v{l十rL(l-tM)(sM-sL)-A}
非同次定差方程式ωの一般解 V＇［ を改めて Vfと書き直せば，その一般解は，
① Vf=<:Pr v{l+rL(l-tρ~SM-sL)-A｝ 了＋戸L V寸－z _J 
t=Oのときの Vfの値を Vfすなわち初期条件とすれば，①式から φ の
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値が得られるO
⑬ φ＝vt-Vi 
この式を非同次定差方程式①に代入すれば，非同次定差方程式（ロ）の一般解凶
が求められる。
脚注側
dKL ・ dVL ・ dK ω式の対数をとり，両辺を時間 tで微分して(ft=KL' ---;Jt = VL' ---;Jt = k 
とおけば，
d(log VL) dVL d(logKL) dKL d(logK) dK 
£Vr:---cJt= dKL dt- dK dt 
VL k_L IS. 
① VL -KL K 
側式の両辺をKで除して倒， （叫式を代入すれば，
② 
KL 「 KL KG1 
KL=sL(l一以十sM(l-tM)LrL玄＋｛w(l－ρ〉十山(l--tF)}rw:zてj
dKG 
(5）式の両辺を時間 tで微分して亙1;-=KGとおけば，
① K=KL十KG
この式に（40), (41）式を代入して得られる式の両辺をKで除せば，
④ 
KL 
{--=sL(l叫叫1-tM)rcy+(sM(lー
k'"G 
＋ρfh(l-tF)} +sG(l-tG) { (1ー w)(1ー が山(1-tF）｝〕r;去
②，④式を①式へ代入して， (42), (5）式を用いれば，的式が得られるo
dk ・ dL 
次に，附式の対数をとり，両辺を時間 tで微分してdt=k，ヨt=Lとおけば，
k i i: 
k - L K ① 
ω式の対数をとり，両辺を時間 tで微分すれば，
i, z N 
L - l‘ N ① 
tは一定であるから， 十＝Oとなり， これと倒式を①式へ代入すれば，
① i －一一＝nL 
⑦，④式を①式へ代入して， (42), (5）式を用いれば， ω式が得られる。
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